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令和７年度９月補正予算（案）の概要について 

(９月１７日追加提案分) 

 
 

令和７年９月１７日 

（単位：千円） 

一 予算規模  

 

 １ 一 般 会 計      

            補   正   額                 １４,１１１,２６６ 

 

 

                   補 正 後 の 規 模               ６１４,３６４,６０８ 

 

 

                   前年度９月補正後予算との対比           １１,７５１,２５６ 

                                       （２.０％増） 
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  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                             １１,８１５,２０２ 

 

 

分担金及び負担金                   ２,０７３ 

 

 

国 庫 支 出 金                 ７,３７１,２２９ 

 

 

           県      債          ４,４４１,９００ 

 

 

    一 般 財 源                            ２,２９６,０６４ 

 

                      繰 越 金                   ２,２９６,０６４ 
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二 補正予算(案)の内容 

今回の補正予算(案)は、８月からの大雨による被害対策に要する経費のほか、県内中小企業等の

賃金の引上げに向けた支援に要する経費について計上した。 

 

 Ⅰ ８月からの大雨による被害対策  

 

１ 被災者・被災事業者への支援                      １２０,６００ 

 

（１）災害り災者見舞金                           １１,２００ 

   今後の災害発生に備え、被災世帯に対する見舞金に係る経費を増額する。 

   ・給 付 額 死者を出した世帯       １世帯 60 万円 

          住家が全壊した世帯      １世帯 60 万円 

          住家が半壊、床上浸水した世帯 １世帯 20 万円 等 

 

（２）災害援護資金貸付金                          ８３,４００ 

    住家の全壊、半壊及び家財の 1/3 以上の被害があった被災者へ資金貸与を 

    行う市町村に対し、その原資を貸し付ける。   

 

 

 

 

 

     

融 資 枠 9,360万円 償還期間 10年（据置３年含む） 

貸付限度額 350万円 

負担割合 国2/3 県1/3 

使 途 生活再建費用 

融資利率 年3.0％以内で市町村条例で定める率（据置期間中は無利子） 
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（３）被災事業者事業継続支援事業                            ５,０００ 

被害を受けた小規模事業者の事業継続を支援するため、設備等の復旧に要 

する経費を助成する。 

・補 助 先 県内小規模事業者 

・補助対象 施設・設備の修繕費、設備の購入費等 

・補 助 率 2/3（国 2/3、県 1/3） 

・限 度 額 50 万円（下限 10 万円） 

 

（４）第三セクター鉄道災害復旧支援事業                    ２１,０００ 

鉄道事業者が実施する災害復旧事業に対し助成する。 

・補 助 先 秋田内陸縦貫鉄道株式会社、由利高原鉄道株式会社 

    ・実施箇所 18 箇所 

・補 助 率  国 1/4（鉄道事業者へ直接交付）、県 1/8、沿線市 1/8 

※上記の他、鉄道事業者負担分の一部に対し、県 1/2、 

沿線市 1/2 で支援 

 

２ 災害復旧事業等                                       １３,０８７,８５３ 

 

（１）災害復旧対策事業                         １１,８０５,６７４ 

①国庫補助事業                           9,672,174 千円 

被害を受けた土木施設、農業用施設の復旧を行う。 
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・現年発生土木災害復旧事業      6,460,100 千円 

・農地災害復旧事業       1,301,537 千円 

・農業用施設災害復旧事業    1,201,537 千円 

・災害関連緊急治山等事業      420,000 千円 

・林道施設災害復旧事業       259,000 千円 

・林地荒廃防止施設及び地すべり    30,000 千円 

     防止施設災害復旧事業     

 

②県単独事業                         2,133,500 千円 

被害を受けた土木施設の復旧等を行う。 

・県単道路維持修繕事業      537,760 千円 

・県単道路補修事業                571,240 千円 

・県単河川改良事業                165,000 千円 

・県単河川等環境維持修繕事業      713,000 千円 

・県単治山事業          129,000 千円 

・県単治山施設災害復旧事業     17,500 千円 

 

（２）災害査定調査事業                        １,０９２,０００ 

   被害を受けた道路や河川等の公共土木施設について、災害査定申請に必要 

   な調査を行う。 
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（３）農地・農業用施設小災害支援事業                                     １５１,０００ 

国の災害復旧事業の対象とならない小規模な災害復旧を行う農家等の負担 

軽減を図るため、農家等への助成を行う市町村等を支援する。 

・補助対象 農地及び農業用施設 

・補 助 率 1/3（県 10/10 ただし、市町村の補助率以内） 

 

（４）農業経営等復旧・継続支援対策事業（令和７年大雨災害分）          ３０,９７１ 

被害を受けた農業経営等の再建を支援するため、農地や生産施設の復旧及 

び被災農業者の再生産に向けた取組等に対し助成する。 

・補 助 先  大雨による被害について市町村長から認定された農業者等 

・補助対象 漂着・堆積物の除去費、施設・機械等の復旧費、 

農畜産物の病害虫防除・消毒経費、 

種子・種苗・稚魚及び生産資材の購入費等 

・補 助 率 農地復旧、施設・機械、水稲・大豆 1/3（県 10/10） 

       園芸作物等・畜産・水産 1/2（県 10/10） 

 

＜債務負担行為＞ 

○農業経営等復旧・継続支援対策事業（令和７年大雨災害分）        （３７,２３５） 

令和８年度における土壌改良資材、種子・種苗及び生産資材の購入費等を 

助成する。 

・設定期間 令和８年度 
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（５）県立学校施設等災害復旧事業                        ８,２０８ 

被害を受けた大館少年自然の家敷地内の法面崩落について、復旧に係る詳 

    細設計等を行う。 

・事業内容 災害復旧詳細設計業務委託等 

 

 Ⅱ 県内中小企業等の賃金の引上げに向けた支援 

 

（１） 賃上げ緊急支援事業                        ９０２,８１３ 

最低賃金の大幅な引上げによる中小企業等の負担軽減を図るため、緊急的 

な措置として支援金を交付する。 

・支 援 先 時給 1,000 円以下の労働者の賃金を改定後の最低賃金（1,031 

円）以上に引き上げた中小企業等 

・支 援 額  正規雇用労働者 １人当たり 50 千円 

非正規雇用労働者１人当たり 30 千円 

・限 度 額  １事業所当たり 500 千円 
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